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第８ 農地法許可申請の流れ

１ 農地法第３条許可（耕作目的）

○原則（農業委員会許可）

①申請書提出

申請者 農業委員会

②許可通知（交付）

○例外（知事許可）

・権利を取得しようとする者の住所が、その取得しようとする農地の所在市町の区域外にある場合

・取得しようとする権利が、区分地上権等である場合

・権利を取得しようとする者が農業生産法人以外の法人（市町、一般会社等）である場合（詳細は５頁）

（なお、これらの場合であっても、権限移譲市町にあっては、農業委員会許可となる。）

①申請書提出 ②意見を付して送付

申請者 農業委員会 知 事

④許可書交付 ③許可書送付

○権限移譲市町（農業委員会許可）

①申請書提出

申請者 農業委員会

②許可通知（交付）

２ 農地法第４条・第５条許可（転用目的）

市

街 ①届出書提出

化 ※ 該当市町（それぞれの区域の一部）

区 申請者 農業委員会 下関市、防府市、下松市、岩国市、

域 光市、周南市、和木町の６市１町

内 ②受理書交付

○権限移譲市町以外（知事許可）

市 ４ ①申請書提出 ②意見を付して送付 ③協議

街 ｈ 農林水産

化 ａ 申請者 農業委員会 知 事 大臣

区 以 (地方農政局長)

域 下 ⑥許可書交付 ⑤許可書送付 ④回答

以

外 ③諮問 ④答申

農 業 （２haを超える場合）

会 議

※ ２haを超える農地等の転用の場合（地域整備法の定めるところに従って転用する場合で、令第

８条第２項の要件に該当するものを除く。）は、当分の間、農林水産大臣に協議しなければなら

ない。
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○権限移譲市町（農業委員会許可） ※ ２ha以下の農地等の転用の場合に限る。

市

（

①申請書提出

街 ２

化 ｈ 申請者 農業委員会

区 ａ

域 以 ④許可書交付

以 下

外

）

②諮問 ③答申

農 業

会 議

○事前審査申出（５条許可のみ）

転用目的及び転用候補地の選定について審査（農村地域工業等導入実施計画に基づいて転用す

４ る場合、都計法用途地域内にある場合等は不要）する。適正と認められれば、許可申請が行われ

ｈ た場合、面積、資金計画等に問題のない限り速やかに許可される。

ａ

超

①申出書提出 ②意見を付して送付

③協議調整

申請者 知 事 地方農政 他省庁

局 長

⑤内示通知交付 ④内示通知送付

○許可申請

①申請書提出 ④意見を付して送付

申請者 知 事 農林水産大臣

(地方農政局長)

⑥許可書交付 ⑤許可書送付

②意見照会 ③意見提出

農業委員会

※ 農村地域工業等導入促進法、総合保養地域整備法等の地域整備法の定めるところに従い転用す

る場合は、４haを超えても知事許可となる。
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３ 農業振興地域整備計画との調整（転用目的）

(1) 農業振興地域整備計画の変更について、市町が知事へ事前の相談を行わない場合

○農用地区域からの除外手続

除外申出 協議 知 事

申請者 市 町

同 意

意見聴取

変更案公告

農協、農業 縦覧３０日 この時点で

委員会等 異議申出１５日 転用申請

受付可能

○農地転用許可手続

申請 農 業 進達 知 事

申請者

委員会 許 可

農業委員会許可

（権限移譲市町）

(2) 農業振興地域整備計画の変更について、市町が知事へ事前の相談を行う場合

○農用地区域からの除外手続

除外申出 相談 異議なし回答 協議 知 事

申請者 市 町 知 事 市 町

同 意

意見聴取

この時点で 変更案公告

農協、農業 転用申請 縦覧３０日 同 時

委員会等 受付可能 異議申出１５日 許可等

○農地転用許可手続

申請 農 業 進達 知 事

申請者

委員会 許 可

農業委員会許可

（権限移譲市町）

※ 都市計画法開発許可については、農地局長通達「開発許可等と農地転用許可との調整に関する手続き等

について」（昭和44年10月22日付け44農地Ｂ3177号）により、農地転用許可と同時施行とする。
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４ 農地法許可申請の流れ（詳細）

農業委員会
許 可

許可書交付
３条の農業委
員会許可分

照会事項なし
許 農業委員会

申 許可書送付
請 総 ３条 許可書交付
書 会 農業委員会あて
の ・ 照 会 回 答 可
受 部
理 会 （権限移譲市町）

許 可

【答申日同日付け】
進 達 書類不備がなく、関

山口県農業会議 係許認可との調整を
要しないもの

毎月18日締切

照会事項なし 答 申 許 可
諮 問

【会議開催日】 【書類整備後】
４条
・ （常任会議員会議） 必要に応じて、答 答申日当日、書類不
５条 照 会 申までに農業会議 備が補正されていな

（毎月末） 常任会議員による いもの
書類不備に関 現地調査が実施さ
して農業委員 れる。
会に照会 許 可

【他許認可と同時】
開発許可等を要する

（権限移譲市町） ４条 もの
・ 【協議終了後】
５条 法令において協議を

義務づけているもの
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（メモ）


